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国
外
事
業
所
等
に
係
る
取
引
に
係
る
文
書
化

外
国
税
額
控
除
の
適
用
を
受
け
る
内
国
法
人
は
、
当
該
内
国
法
人
が
他
の
者
と
の
間
で
行
っ
た
取
引
の
う
ち

当
該
取
引
か
ら
生
ず
る
所
得
が
当
該
内
国
法
人
の
国
外
事
業
所
等
に
帰
せ
ら
れ
る
も
の
に
係
る
明
細
を
記
載
し

た
書
類
及
び
当
該
内
国
法
人
の
本
店
等
と
国
外
事
業
所
等
と
の
間
の
内
部
取
引
に
係
る
明
細
を
記
載
し
た
書
類

を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

地
方
法
人
税
に
つ
い
て
、
法
人
税
と
同
様
に
各
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
の
計
算
上
、
損
金
不
算
入
と
す
る
こ

と
等
の
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
法
人
税
法
第
二
六
条
、
第
三
八
条
、
第
六
七
条
、
第
六
九
条
、
第
八

〇
条
の
二
、
第
八
一
条
の
一
三
、
第
八
一
条
の
一
五
、
第
八
一
条
の
二
五
及
び
第
八
二
条
関
係
）

４

広
域
的
運
営
推
進
機
関
を
公
益
法
人
等
の
範
囲
に
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
法
人
税
法
別
表
第
二
関
係
）

三

地
方
法
人
税
法
の
一
部
改
正
関
係

国
際
課
税
原
則
の
総
合
主
義
か
ら
帰
属
主
義
へ
の
見
直
し
に
伴
い
、
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。

１

地
方
法
人
税
の
課
税
標
準
法
人
税
額
で
あ
る
基
準
法
人
税
額
に
つ
き
、
外
国
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
各
事
業
年

度
の
国
内
源
泉
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
の
区
分
ご
と
に
、
所
得
税
額
控
除
、
外
国
税
額
控
除
に
関
す
る
規
定
を

適
用
し
な
い
で
計
算
し
た
法
人
税
の
額
と
す
る
。（
地
方
法
人
税
法
第
六
条
関
係
）

２

恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
が
納
付
す
る
各
課
税
事
業
年
度
の
控
除
対
象
外
国
法
人
税
の
額
が
法
人
税
の

控
除
限
度
額
を
超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
え
る
金
額
を
、
当
該
課
税
事
業
年
度
の
国
外
所
得
金
額
に
対
応
す
る

地
方
法
人
税
の
額
を
限
度
と
し
て
、
当
該
課
税
事
業
年
度
の
地
方
法
人
税
の
額
か
ら
控
除
す
る
。（
地
方
法
人
税
法

第
一
二
条
関
係
）

四

相
続
税
法
の
一
部
改
正
関
係

１

相
続
税
の
延
納
に
係
る
要
担
保
徴
取
額
の
最
低
限
度
額
を
一
〇
〇
万
円
（
改
正
前
五
〇
万
円
）
に
引
き
上
げ
る

こ
と
と
し
た
。（
相
続
税
法
第
三
八
条
関
係
）

２

調
書
を
提
出
す
べ
き
者
が
、
所
轄
税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該
所
轄
税
務
署
長
以
外
の
税
務

署
長
に
対
し
、
当
該
調
書
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
、
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等

を
提
出
す
る
方
法
の
い
ず
れ
か
の
方
法
に
よ
り
提
供
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
相
続
税
法
第
五
九
条
関
係
）

五

登
録
免
許
税
法
の
一
部
改
正
関
係

学
校
法
人
、
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
、
社
会
福
祉
法
人
並
び
に
宗
教
法
人
が
家
庭
的
保
育
事
業
、
小

規
模
保
育
事
業
若
し
く
は
事
業
所
内
保
育
事
業
又
は
認
定
こ
ど
も
園
の
用
に
供
す
る
た
め
に
取
得
す
る
不
動
産
に
係

る
所
有
権
の
移
転
登
記
等
に
つ
い
て
は
、登
録
免
許
税
を
課
さ
な
い
こ
と
と
し
た
。（
登
録
免
許
税
法
別
表
第
三
関
係
）

六

国
税
通
則
法
の
一
部
改
正
関
係

１

納
税
の
猶
予
制
度
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

^

納
付
方
法
の
見
直
し

税
務
署
長
等
は
、
納
税
の
猶
予
を
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
猶
予
を
す
る
期
間
内
に
お
い
て
、
そ
の
猶
予
に
係

る
金
額
を
そ
の
者
の
財
産
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
か
ら
み
て
合
理
的
か
つ
妥
当
な
も
の
に
分
割
し
て
納
付
さ
せ

る
こ
と
が
で
き
る
。（
国
税
通
則
法
第
四
六
条
関
係
）

_

担
保
の
徴
取
基
準
の
見
直
し

要
担
保
徴
取
額
の
最
低
限
度
額
を
一
〇
〇
万
円
（
改
正
前
五
〇
万
円
）
に
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
そ
の
猶

予
期
間
が
三
月
以
内
の
場
合
に
は
担
保
を
不
要
と
す
る
。（
国
税
通
則
法
第
四
六
条
関
係
）

`

納
税
の
猶
予
の
申
請
手
続
等
の
整
備

納
税
の
猶
予
（
そ
の
猶
予
期
間
の
延
長
を
含
む
。）の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
そ
の
猶
予
の
種
類
等
に

応
じ
、
猶
予
該
当
事
実
の
詳
細
、
猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
金
額
及
び
そ
の
期
間
、
分
割
納
付
の
方
法
に
よ
り

納
付
を
行
う
か
ど
う
か
（
分
割
納
付
の
方
法
に
よ
り
納
付
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
分
割
納
付
の
各
納
付
期

限
及
び
各
納
付
期
限
ご
と
の
納
付
金
額
を
含
む
。）そ
の
他
の
一
定
の
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
、
猶
予
該
当

事
実
を
証
す
る
に
足
り
る
書
類
、
財
産
目
録
、
担
保
の
提
供
に
関
す
る
書
類
そ
の
他
一
定
の
書
類
を
添
付
し
、

こ
れ
を
税
務
署
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
ほ
か
、
申
請
に
係
る
補
正
の
手
続
、
納
税
の

猶
予
の
不
許
可
事
由
及
び
取
消
事
由
並
び
に
申
請
事
項
の
調
査
に
係
る
質
問
検
査
権
等
の
整
備
を
行
う
。（
国
税

通
則
法
第
四
六
条
の
二
及
び
第
四
九
条
関
係
）

２

税
務
代
理
人
が
あ
る
場
合
の
調
査
の
事
前
通
知
に
つ
い
て
、
納
税
義
務
者
の
同
意
が
あ
る
一
定
の
場
合
に
該
当

す
る
と
き
は
、
当
該
納
税
義
務
者
へ
の
通
知
は
、
当
該
税
務
代
理
人
に
対
し
て
す
れ
ば
足
り
る
こ
と
と
し
た
。（
国

税
通
則
法
第
七
四
条
の
九
関
係
）

３

国
税
庁
長
官
の
法
令
解
釈
と
異
な
る
解
釈
等
に
よ
る
裁
決
を
す
る
と
き
は
、
国
税
不
服
審
判
所
長
は
、
あ
ら
か

じ
め
そ
の
意
見
を
国
税
庁
長
官
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。
ま
た
、
国
税
庁
長
官
は
、
国
税
不

服
審
判
所
長
の
意
見
を
相
当
と
認
め
る
一
定
の
場
合
を
除
き
、
国
税
不
服
審
判
所
長
と
共
同
し
て
国
税
審
議
会
に

諮
問
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
、
国
税
不
服
審
判
所
長
は
、
そ
の
議
決
に
基
づ
い
て
裁
決
を
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。（
国
税
通
則
法
第
九
九
条
関
係
）

４

地
方
法
人
税
に
つ
い
て
、
納
税
義
務
の
成
立
時
期
、
過
少
申
告
加
算
税
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
限
内
申
告
税

額
等
を
定
め
る
と
と
も
に
、
そ
の
調
査
に
係
る
質
問
検
査
権
を
法
人
税
と
同
様
と
す
る
等
の
所
要
の
整
備
を
行
う

こ
と
と
し
た
。（
国
税
通
則
法
第
一
五
条
、
第
一
九
条
、
第
二
一
条
、
第
三
〇
条
、
第
三
三
条
、
第
四
三
条
、
第
六

五
条
、
第
七
四
条
の
二
、
第
七
五
条
、
第
八
五
条
及
び
第
八
六
条
関
係
）

５

そ
の
他
申
請
に
よ
る
換
価
の
猶
予
に
つ
い
て
延
滞
税
の
軽
減
の
適
用
対
象
と
す
る
こ
と
等
、
所
要
の
規
定
の
整

備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

七

国
税
徴
収
法
の
一
部
改
正
関
係

１

差
押
財
産
に
つ
い
て
、
三
回
公
売
に
付
し
て
も
買
受
け
の
申
込
み
が
な
か
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
差
押
財
産
の

形
状
等
の
事
情
を
考
慮
し
て
、
更
に
公
売
に
付
し
て
も
買
受
人
が
な
い
と
認
め
ら
れ
、
か
つ
、
随
意
契
約
に
よ
る

売
却
の
見
込
み
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
そ
の
差
押
え
を
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
国
税

徴
収
法
第
七
九
条
関
係
）

２

公
売
又
は
随
意
契
約
に
よ
る
売
却
に
つ
い
て
、
差
押
財
産
を
、
相
互
の
利
用
上
、
他
の
差
押
財
産
と
一
括
し
て

同
一
の
者
に
買
い
受
け
さ
せ
る
こ
と
が
相
当
と
認
め
る
と
き
は
、こ
れ
ら
の
差
押
財
産
を
一
括
し
て
公
売
に
付
し
、

又
は
随
意
契
約
に
よ
り
売
却
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
国
税
徴
収
法
第
八
九
条
関
係
）

３

公
売
財
産
の
見
積
価
額
に
つ
い
て
、
税
務
署
長
は
、
近
傍
類
似
又
は
同
種
の
財
産
の
取
引
価
格
等
の
公
売
財
産

の
価
格
形
成
上
の
事
情
を
適
切
に
勘
案
し
て
、
見
積
価
額
の
決
定
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。ま
た
、

こ
の
決
定
は
、
差
押
財
産
を
公
売
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。

（
国
税
徴
収
法
第
九
八
条
関
係
）

４

換
価
の
猶
予
制
度
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

^

税
務
署
長
は
、
換
価
の
猶
予
（
職
権
）
を
す
る
場
合
に
お
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
財
産
目

録
等
一
定
の
書
類
又
は
そ
の
猶
予
に
係
る
金
額
に
つ
き
分
割
し
て
納
付
さ
せ
る
た
め
に
必
要
と
な
る
書
類
の
提

出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。（
国
税
徴
収
法
第
一
五
一
条
関
係
）

_

税
務
署
長
は
、
職
権
に
よ
る
も
の
の
ほ
か
、
滞
納
者
が
国
税
を
一
時
に
納
付
す
る
こ
と
に
よ
り
そ
の
事
業
の

継
続
又
は
そ
の
生
活
の
維
持
を
困
難
に
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
者
が
納
税

に
つ
い
て
誠
実
な
意
思
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
そ
の
国
税
の
納
期
限
か
ら
六
月
以
内
に
さ
れ
た
そ

の
者
の
申
請
に
基
づ
き
、
一
年
以
内
の
期
間
を
限
り
、
換
価
の
猶
予
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
そ
の

申
請
に
係
る
国
税
以
外
の
国
税
（
猶
予
の
申
請
中
の
国
税
及
び
一
定
の
猶
予
中
の
国
税
を
除
く
。）に
つ
い
て
滞

納
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。（
国
税
徴
収
法
第
一
五
一
条
の
二
関
係
）

`

税
務
署
長
は
、
換
価
の
猶
予
（
職
権
、
申
請
）
を
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
猶
予
に
係
る
金
額
（
そ
の
納
付
を

困
難
と
す
る
一
定
の
金
額
を
限
度
）
を
そ
の
猶
予
を
す
る
期
間
内
の
各
月
（
税
務
署
長
に
お
い
て
や
む
を
得
な

い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
税
務
署
長
が
指
定
す
る
月
）
に
分
割
し
て
納
付
さ
せ
る
も
の
と
す
る
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
は
、
滞
納
者
の
財
産
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
か
ら
み
て
、
そ
の
猶
予
を
す
る
期
間
内
の
各
月

に
納
付
さ
せ
る
金
額
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
月
に
お
い
て
合
理
的
か
つ
妥
当
な
も
の
と
な
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。（
国
税
徴
収
法
第
一
五
二
条
関
係
）
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